
水質汚濁関係について

横浜市みどり環境局 水・土壌環境課水質担当

2024年11月１日

施設の設置・変更・廃止関係



水質汚濁防止法

（目的）第一条

この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される
水の排出及び地下に浸透する水の浸透を規制するとともに、
生活排水対策の実施を推進すること等によつて、公共用水域
及び地下水の水質の汚濁の防止を図り、（以下略）。
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2環境省HP

水質汚濁防止法（体系）



届出対象の施設（特定施設等）
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届出対象の施設
特定施設一覧（抜粋）（法第２条第２項、施行令別表第一）
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55



地下水汚染未然防止のための規制（構造基準）

有害物質による地下水の汚染を未然に防止するため、有害物質を製造・使
用・処理・貯蔵する施設の設置者に対し、地下浸透防止のための構造・設
備・使用方法に関する基準の遵守、定期点検及びその結果の記録・保存を
義務付ける規定等が水質汚濁防止法に設けられました（平成24年６月１日
施行）。
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地下水汚染未然防止のための規制（有害物質一覧）
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主な届出の種類（事前届出）

8

届出内容 届出要件 届出期限

設置届（第１項） 公共用水域に水を排出する工場又が事業場
に特定施設を設置するとき

工事実施の60日前

設置届（第３項） 次のいずれかの場合
1. 合流区域に有害物質使用特定施設を設

置するとき
2. 有害物質貯蔵指定施設を設置するとき

工事実施の60日前

変更届 特定施設等の構造、設備、使用の方法等を
変更しようとするとき

工事実施の60日前

（使用等開始報告書） 設置届出や変更届出を提出し、特定施設等
の使用等を開始したとき

特定施設等の使用等
開始後、15日以内



主な届出の種類（事後届出）
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届出内容 届出要件 届出期限

使用届 特定施設等が法律の改正等により追加され
た際、現にその施設を設置している場合

追加された後30日以
内

使用廃止届 特定施設等の使用を廃止したとき 廃止後30日以内

氏名等変更届 次のいずれかに変更があった場合
1. 届出者の氏名、名称及び住所
2. 工場、事業場の名称、地番変更等によ

る所在地

変更後30日以内

承継届 特定施設を譲り受け、若しくは借り受け、
または相続若しくは合併があった時

承継後30日以内
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届出様式
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届出様式（記載方法の説明資料）



特定施設を設置（変更）する場合の届出のイメージ
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特定施設を更新する場合の届出のイメージ
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未届等に係る罰則

※両罰規定：行為者のほか、その法人又は人に対しても刑罰を科すること 14

届出内容 罰則対象者 罰則

設置届
変更届

届出をせず、又は虚偽の
届出をした者
※両罰規定

三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金
（法第三十二条）

使用届 届出をせず、又は虚偽の
届出をした者
※両罰規定

三十万円以下の罰金
（法第三十三条）

廃止届
氏名等変更届
承継届

届出をせず、又は虚偽の
届出をした者

十万円以下の過料
（法第三十五条）
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御清聴ありがとうございました。

横浜市 みどり環境局 水・土壌環境課 水質担当

住所：横浜市中区本町6-50-10（市庁舎27階）

電話番号：045-671-2489

  E-mail：mk-mizu@city.yokohama.lg.jp

ウェブページアドレス：
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kankyo-
koen-gesui/kiseishido/suishitsu/
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